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日本企業による米州への投資と 
その税務
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 最適な子会社群保有ストラクチャーと 
 税務上の留意事項
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在外子会社が稼得した利益についての 
米国での課税
第1回で述べたように、在外子会社が稼得した利益については、原則として配当 
受領時に35%で米国において課税されます。これに加えて、その在外子会社の 
一定の所得（Subpart F income）については配当受領前に合算課税の対象とされて 
しまいます。配当／合算課税された場合には、一定の要件を満たすことで在外 
子会社が外国で支払った税額の間接外国税額控除が可能となり、控除し切れな 
かった税額は1年間の繰戻、あるいは、10年間の繰越しになります。米国子会社は 
地理的な関係からラテンアメリカの子会社を保有するケースもあり、これらの国に 
ある子会社群は、タックスインセンティブや、税務プランニングの結果、法定税率 
よりも実際の税率が低くなることも多く、このような場合には、米国子会社が間に 
入ることで、連結実効税率上の不利益が生じます。つまり、どのような実効税率の 
プランニングを在外子会社で行ったとしても、米国子会社の傘下にある限りは、実効
税率は米国の税率である35%に収斂してしまいます。
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そのため、日本親会社の米国子会社からその子会社群を切り離すことで、日本親会社における連結実効税率を下げる方法を説明
します。なお、切り離しの方法として、①単純株式譲渡、あるいは②現物配当による移転の2パターンが考えられます。

① 単純株式譲渡
（米国子会社が保有する子会社群の株式を日本親会社に
譲渡するケース）

株式を譲渡する米国子会社では、株式の譲渡益に対し35%
で課税されます。また、米国税務上、単純な株式の譲渡で 
あっても「株式譲渡に代えてみなし配当を認識する」ことで
子会社群が過去に支払った外国税額の控除が認められる
場合があり、この場合、株式譲渡による譲渡益についての
米国での税負担が減少することとなります。

一方で、日本親会社では、株式を譲り受けるだけでは、本邦
税務上の課税は生じません。

② 現物配当による移転
（子会社群の株式を米国子会社から日本親会社に現物 
配当するケース）

現物配当を行う米国子会社では、原則として上記①の株式
譲渡同様、株式の譲渡益に対する35%の課税と外国税額 
控除の適用が考えられます。一方で、日本親会社では、現物 
配当については配当益金不算入制度の適用により95% 
相当額が免税となり、5%相当額に法人税実効税率40%を
乗じた2%相当額が課税されることとなります。

従って、①の株式譲渡と比較して②の現物配当は、2%の 
法人税の部分だけ不利となります。

ただし、現物配当は現金の授受なく取引を遂行できる点で
好ましいと判断される場合もあるようです。

なお、これら以外に、新規に日本親会社から出資をして、米国子会社からの既存出資を優先株式等に転換することで米国子会社
への支払配当額を固定して残余の利益は米国子会社を介さずに日本に直接配当させる等の方法も考えられます。

米国子会社からの子会社群の切り離しについて
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上述の通り、米国では外国子会社の株式譲渡益は、外国子会社 
からのみなし配当と取り扱われることがあります。みなし配当
と言うと不利な取り扱いというイメージがあるかもしれません 
が、法人株主にとって配当と取り扱われることで、間接外国 
税額控除を利用することができ、結果として売却益の取り扱い
より税負担が軽くなることも珍しくありません。

みなし配当と取り扱われる金額は、株式売却益または外国 
子会社のEarnings & Profits（E&P）の「いずれか低い金額」と
なります。株式売却益は売却価格と外国子会社に対する米国 
税務上の簿価の差額となりますが、関連者間の株式譲渡に 
係る売却価格に関して、外部の時価評価等の文書化を通じて
その正当性を主張できる準備をしておく必要があります。

またE&Pは外国子会社全体のE&Pのうち、米国親会社の 
保有期間、持分比率に対応する部分が対象となります（正確
には1962年以降のE&Pのうち保有期間・持分比率に対応 
する部分）。外国子会社の設立以来（1962年以降の設立と 
仮定）100%の持分を持っていた外国子会社に関しては、E&P
全額が検討対象となることになります。

E&Pとは、税務上の配当原資を意味します。E&Pは会計上の 
剰余金とも異なり、税法独自の算定を基に決定され、外国 
子会社の歴史が長い場合にはE&Pの算定そのものがかなりの
プロジェクトとなるケースも多く見受けられます。また、第三者 
から取得した外国子会社のE&Pは取得時に取得後のE&Pを 
圧縮するためのプラニングが講じられているケースがあり、 
その場合にはE&Pの金額は外国子会社の剰余金とは大きく 
異なることになります。

みなし配当が発生する場合、実際の配当のケースと同様に、 
外国子会社が米国外で支払った法人税を間接外国税額控除 
として計上し、米国の法人税を減額することが可能です。 
したがって、みなし配当の原資となる外国子会社のE&Pが米国
の税率同様またはそれ以上の税率で外国にて課税されている
場合には、米国での追加の法人税は最小限となり、結果として
効率の良い再編が可能となります。

米国は高税率国ですので、米国より高い法人税を支払っている
外国子会社は少ないのではないかと思われがちですが、実際
には米国間接税額控除を算定する際の実効税率は米国のE&P
を基に決定されるため、E&Pを圧縮するようなプラニングを 
過去に策定・実行しているケースでは、外国の法定税率よりも
高い税率で間接外国税額控除を計上できることがあります。

外国子会社の株式を分配する形で外国子会社を米国から外す
場合も、外国子会社株式に含み益がある場合には、含み益が 
株式売却益として米国法人が課税される点は上述（現物配当 
による移転）の通りです。その場合も、実際に株式を譲渡する 
ケースと同様に、外国子会社のE&Pを上限としてみなし売却益
はみなし配当となります。間接外国税額控除の取り扱いも上述
の譲渡のケースと同じですので、外国子会社のE&P、外国での 
法人税支払いの実績に基づき、米国での税負担を最小限と 
しながら効率の良い再編が可能なケースがあります。

なお、株式を分配する場合には、分配額（すなわち株式の時価）
のどの部分が米国税法上の配当となるかの決定をするため、
米国法人そのもののE&Pの算定も必要となります。米国法人 
の歴史が長い場合には、この作業もかなりの負荷がかかる 
ことがあります。また、E&Pの金額を超えて分配が行われる 
場合には、FIRPTA規定に基づく米国不動産持分法人に対する
源泉税、ペーパーワーク等の取り扱いを検討する必要もあり 
ます。

株式譲渡益についての、米国での1248条の利用
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移転の際のその他税務上の留意点

適切な持株会社の所在地

その他、株式の移転には、前述のような米国での課税以外にも、 
たとえば、海外子会社が持っている繰越欠損金が消滅してしまう 
可能性、または、移転により資本関係が変更されることで、 

これまで受けていたタックス・インセンティブ（法人税や源泉 
所得税）が、消滅・変更されるといった可能性にも考慮する必要
があります。

次に、上記①及び②により米国子会社から子会社群を切り 
離した後、持株会社を介した子会社群保有スキームへの変更
を検討します。特に、海外に多くの拠点を持つ多国籍企業の中 
には、世界をヨーロッパ、アジア、アメリカなどに分けて、その
地域ごとに海外子会社を管理・運営するために地域統括会社を
活用しているケースがあります。地理的に遠い日本本社から 
遠隔管理するよりも、さまざまな機能・効果を持つ地域統括 
会社を設立して管理・運営することで、経営資源を効率的に 
配分させることが狙いです。地域統括会社の設立国は、特に、
以下のような観点から、持株会社の所在地国を選択することと
なります。

(i) 配当に係る源泉所得税が現地法又は日本との租税条約 
により有利となる

(ii) 貸付の支払利息に係る源泉所得税が相手国との租税条約
により有利となる

• 持株会社は子会社群からの配当を原資に資金の貸付を
行う可能性があるためファイナスカンパニーとしての
優遇税制を備えている点が重要です

(iii) タックスヘイブン税制の適用にならない国

(iv) 本邦タックスヘイブン税制は、原則として実効税率が20%
以下かどうかにより判定されますが、20%以下であって
も、会社が低税率国で事業を行う実態を有していると 
認められる場合には、適用除外規定の適用が受けられる 
可能性があります。そのため、持株会社を法定実効税率が
20%超である国に設置するか、又は、法定実効税率が20%
以下の場合でも、十分な事業形態を備えている点が重要
です

(v) 安定した政治体制、質の高い労働力が確保できる国

(vi) 資金の配当等による国外拠出に際し外国為替制度等 
による規制が緩やかな国

上記の観点から、適切な持株会社の所在地国として、アジアに 
おいてはシンガポール、ヨーロッパにおいてはイギリス、 
オランダ、スペインが選択される傾向にあるようです。ラテン 
アメリカの子会社群については、一般的に有利な租税条約を 
有するとされるイギリス、オランダ、スペインといった持株会社
が検討されています。

第三回は、日本企業による米州M&Aの際の税務プランニングと税務上の留意点について解説します。
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